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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 

 

 

 

 

  



ファイル名:0000000_4_0139447502102 更新日時:2009/01/29 11:57 印刷日時:09/01/29 13:13 

目      次 

 

頁

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………３ 

３ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………３ 

４ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………３ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………４ 

１ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………４ 

２ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………４ 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】………………………………………………………………４ 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………14 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………15 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………15 

２ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………28 

３ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………28 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………29 

１ 【四半期連結財務諸表】…………………………………………………………………………30 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………48 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………51 

 

四半期レビュー報告書 

 

確認書 



ファイル名:0000000_header_0139447502102 更新日時:2009/01/29 11:57 印刷日時:09/01/29 13:13 

― 1 ― 

 

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年１月29日 

【四半期会計期間】 第146期第３四半期 

(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

【会社名】 株式会社関西アーバン銀行 

【英訳名】 Kansai Urban Banking Corporation 

【代表者の役職氏名】 頭取  北  幸 二 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区西心斎橋１丁目２番４号 

【電話番号】 大阪(06)6281-7000 (大代表) 

【事務連絡者氏名】 執行役員 総務部長  奥 村 淳 二 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋本町４丁目８番14号 

株式会社関西アーバン銀行 東京事務所 

【電話番号】 東京(03)5203-2001 

【事務連絡者氏名】 常務執行役員 東京事務所長  今 村 哲 郎 

【縦覧に供する場所】 株式会社関西アーバン銀行京都支店 

  (京都市下京区四条通猪熊西入立中町487番地) 

 株式会社関西アーバン銀行東京支店 

  (東京都中央区日本橋本町４丁目８番14号) 

 株式会社関西アーバン銀行神戸支店 

  (神戸市中央区御幸通７丁目１番15号) 

 株式会社関西アーバン銀行奈良支店 

  (奈良市中筋町１番地の４) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 



ファイル名:0101010_0139447502102 更新日時:2009/01/29 11:57 印刷日時:09/01/29 13:13 

― 2 ― 

第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

 
平成20年度 

第３四半期連結
累計期間 

平成20年度 
第３四半期連結

会計期間 
平成19年度

 

(自平成20年
４月１日

至平成20年
12月31日)

(自平成20年
10月１日

至平成20年
12月31日)

(自平成19年
４月１日

至平成20年
３月31日)

経常収益 百万円 81,059 25,439 112,619

経常利益 百万円 4,145 1,591 18,866

四半期純利益 百万円 2,686 464 ―

当期純利益 百万円 ― ― 13,055

純資産額 百万円 ― 109,998 114,903

総資産額 百万円 ― 3,458,464 3,356,395

１株当たり純資産額 円 ― 202.03 212.58

１株当たり四半期純利益 
金額 

円 5.61 0.97 ―

１株当たり当期純利益 
金額 

円 ― ― 27.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額 

円 5.61 ― ―

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

円 ― ― 27.22

自己資本比率 ％ ― 2.79 3.03

自己資本比率(国内基準) ％ ― 9.56 9.63

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 55,323 ― 27,145

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 503 ― 20,012

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △7,608 ― 6,901

現金及び現金同等物 
の四半期末(期末)残高 

百万円 ― 177,771 129,551

従業員数 人 ― 1,896 1,774

(注) １ 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主に税抜方式によっております。 

２ 第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四

半期連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

３ 自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づ

き算出しております。当行は、国内基準を採用しております。 

４ 当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社)に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５ 経理の状況」の

「２ その他」中、「第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期

純損益金額等」の「（1）損益計算書」にもとづいて掲出しております。 

  また、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「（3）１株当たり四半期

純損益金額等」に記載しております。 

  なお、平成20年度第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

潜在株式を調整した計算により１株当たり四半期純利益金額は減少しないので、記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容

については、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 

平成20年12月31日現在 

従業員数(人) 
1,896 

[ 747 ]

(注) １ 従業員数は、嘱託及び臨時従業員910人を含んでおりません。 

２ 臨時従業員数は、〔   〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

 

 

(2) 当行の従業員数 

平成20年12月31日現在 

従業員数(人) 
1,772 

 [ 697 ]

(注) １ 従業員数は、嘱託及び臨時従業員841人並びに出向人員183人を含んでおりません。なお、取締役を兼務

しない執行役員16人については、従業員数に含めております。 

２ 臨時従業員数は、〔   〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【生産、受注及び販売の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので

記載しておりません。 

 

２ 【経営上の重要な契約等】 

該当ありません。 

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】 

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行グループ(当行及

び連結会社)が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

(イ)金融経済環境 

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、世界的な金融市場の混乱が実体経済に波及し、景気

の減速感が急速に強まってまいりました。輸出は海外経済の悪化から減少に転じ、生産・設備投資

ともに大きく減少しました。また、企業収益の悪化を受け、雇用調整の動きが強まっており、消費

者マインドの冷え込みを招いております。今後につきましても、株式市場の低迷や円高の進行など、

更なる景気の下振れリスクが大きく、当面は厳しさを増す可能性が高いものと思われます。 

金融業界におきましても、株式市場の低迷や企業倒産の増加影響を受け、多くの銀行が業績予想

修正を公表するなど、収益環境は一段と厳しさを増してまいりました。 

 

(ロ)営業の成果 

当第３四半期連結会計期間（自平成20月10月１日～至平成20年12月31日）の業績につきましては

以下のとおりとなりました。 

業容面では、預金は当第３四半期連結会計期間中1,476億円増加し、当第３四半期連結会計期間末

残高は２兆8,753億円となりました。譲渡性預金は当第３四半期連結会計期間中834億円減少し、当

第３四半期連結会計期間末残高は2,503億円となりました。 

一方、貸出金は当第３四半期連結会計期間中193億円減少し、当第３四半期連結会計期間末残高は

2兆8,035億円となりました。また、有価証券は当第３四半期連結会計期間中431億円減少し、当第３

四半期連結会計期間末残高は3,673億円となりました。 

総資産は当第３四半期連結会計期間中299億円減少し、当第３四半期連結会計期間末残高は３兆

4,584億円、純資産は当第３四半期連結会計期間中13億円減少し、当第３四半期連結会計期間末残高

は1,099億円となりました。そのうち、株主資本は四半期純利益の計上等の結果、当第３四半期連結

会計期間中４億円増加し、当第３四半期連結会計期間末残高は1,020億円となりました。また、１株

当たりの純資産額は202円３銭となりました。 
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損益につきましては、資金運用収益が208億４百万円、役務取引等収益が23億６千６百万円、その

他業務収益が22億２千４百万円、その他経常収益が４千３百万円となったことから、経常収益は254

億３千９百万円となりました。 

一方、資金調達費用が57億３千２百万円、役務取引等費用が９億１千６百万円、その他業務費用

が28億３千１百万円、営業経費が90億５千１百万円、その他経常費用が53億１千５百万円となった

ことから、経常費用は238億４千８百万円となりました。 

これらの結果、経常利益は15億９千１百万円、四半期純利益は４億６千４百万円となりました。 

 

事業の種類別では、銀行業の経常収益は235億８千１百万円、経常費用は220億７千５百万円、経

常利益は15億５百万円となりました。リース業の経常収益は18億３千万円、経常費用は17億４千７

百万円、経常利益は８千２百万円となりました。その他事業の経常収益は３億４千８百万円、経常

費用は２億４千６百万円、経常利益は１億１百万円となりました。 

なお、所在地別の業績につきましては、全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が

90％を超えているため記載を省略しております。 

 

連結自己資本比率（国内基準）につきましては、9.56％となりました。 
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事業の種類別収支 

当第３四半期連結会計期間の資金運用収支は150億７千１百万円、役務取引等収支は14億５千万円、

その他業務収支は△６億６百万円であり、収支合計は159億１千４百万円であります。 

事業の種類別セグメント別に見ますと、銀行業セグメントの資金運用収支は147億４千３百万円、

役務取引等収支は12億１千８百万円、その他業務収支は△７億１千８百万円となりました。 

リース業セグメントの資金運用収支は３億１千１百万円、その他業務収支は１億２千２百万円と

なりました。 

その他事業セグメントの資金運用収支は１億円、役務取引収支は２億３千５百万円となりました。 

 

 

銀行業 リース業 その他事業
相殺消去額 

(△) 
合計 

種類 期別 

金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円) 金額(百万円)

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
資金運用収支 

当第３四半期連結会計期間 14,743 311 100 △84 15,071

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うち資金運用 
収益 当第３四半期連結会計期間 20,564 321 112 △194 20,804

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うち資金調達 
費用 当第３四半期連結会計期間 5,821 9 12 △110 5,732

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
役務取引等収支 

当第３四半期連結会計期間 1,218 ― 235 △3 1,450

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うち役務取引等
収益 当第３四半期連結会計期間 2,223 ― 235 △92 2,366

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うち役務取引等
費用 当第３四半期連結会計期間 1,005 ― ― △89 916

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
その他業務収支 

当第３四半期連結会計期間 △718 122 ― △10 △606

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うちその他業務
収益 当第３四半期連結会計期間 728 1,507 ― △10 2,224

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うちその他業務
費用 当第３四半期連結会計期間 1,446 1,385 ― △0 2,831

(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

 (1) 銀行業……………銀行業 

 (2) リース業…………リース業 

 (3) その他事業………クレジットカード業、金融業 

３ セグメント間の内部取引は「相殺消去額(△)」欄に表示しております。 
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事業の種類別役務取引の状況 

当第３四半期連結会計期間の役務取引等収益は23億６千６百万円、役務取引等費用は９億１千６

百万円となったことから、役務取引収支は14億５千万円となりました。 

事業の種類別セグメント別に見ますと、銀行業セグメントの役務取引等収益22億２千４百万円、

役務取引等費用は10億５百万円、役務取引等収支は12億１千８百万円となりました。 

その他事業セグメントの役務取引等収益は２億３千５百万円、役務取引等収支は２億３千５百万

円となりました。 

 

 

銀行業 リース業 その他事業
相殺消去額 

(△) 
合計 

種類 期別 

金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円) 金額(百万円)

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
役務取引等収益 

当第３四半期連結会計期間 2,224 ― 235 △92 2,366

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うち預金・ 
貸出業務 当第３四半期連結会計期間 967 ― ― △0 967

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
うち為替業務 

当第３四半期連結会計期間 365 ― ― △0 364

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うち証券関連 
業務 当第３四半期連結会計期間 16 ― ― ― 16

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
うち代理業務 

当第３四半期連結会計期間 300 ― ― △0 300

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うち保護預り・ 
貸金庫業務 当第３四半期連結会計期間 0 ― ― ― 0

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
うち保証業務 

当第３四半期連結会計期間 236 ― ― ― 236

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うちクレジット
カード業務 当第３四半期連結会計期間 ― ― 144 ― 144

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―うち投資信託 
業務 当第３四半期連結会計期間 281 ― ― ― 281

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
役務取引等費用 

当第３四半期連結会計期間 1,005 ― ― △89 916

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
うち為替業務 

当第３四半期連結会計期間 82 ― ― ― 82

(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

 (1) 銀行業……………銀行業 

 (2) リース業…………リース業 

 (3) その他事業………クレジットカード業、金融業 

３ セグメント間の内部取引は「相殺消去額(△)」欄に表示しております。 
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事業の種類別預金残高の状況 

〇 預金の種類別残高(末残) 

 

銀行業 リース業 その他事業
相殺消去額 

(△) 
合計 

種類 期別 

金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円) 金額(百万円)

前第3四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
預金合計 

当第3四半期連結会計期間 2,875,687 ― ― △301 2,875,385

前第3四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
うち流動性預金 

当第3四半期連結会計期間 599,141 ― ― △135 599,005

前第3四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
うち定期性預金 

当第3四半期連結会計期間 2,264,035 ― ― △162 2,263,872

前第3四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
うちその他 

当第3四半期連結会計期間 12,511 ― ― △3 12,507

前第3四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
譲渡性預金 

当第3四半期連結会計期間 250,300 ― ― ― 250,300

前第3四半期連結会計期間 ― ― ― ― ―
総合計 

当第3四半期連結会計期間 3,125,987 ― ― △301 3,125,685

(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

 (1) 銀行業……………銀行業 

 (2) リース業…………リース業 

 (3) その他事業………クレジットカード業、金融業 

３ セグメント間の内部取引は「相殺消去額(△)」欄に表示しております。 

４ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

５ 定期性預金＝定期預金 
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事業の種類別貸出金残高の状況 

〇 業種別貸出状況(残高・構成比) 

 

平成20年12月31日 

業種別 
銀行業 
(百万円) 

リース業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

相殺消去額
(△) 

(百万円) 

合計 
(百万円) 

構成比 
(％) 

国内 
(除く特別国際金融取引 
勘定分) 

2,809,467 － － △5,957 2,803,510 100.00

政府及び政府関係機関 － － － － － －

農業・林業・漁業及び鉱業 3,588 － － － 3,588 0.13

製造業 100,580 － － － 100,580 3.59

建設業 67,912 － － － 67,912 2.42

運輸・情報通信及び 
公益事業 

60,600 － － － 60,600 2.16

卸売・小売業 129,601 － － － 129,601 4.62

金融・保険業 21,692 － － △1,048 20,644 0.74

不動産業 839,911 － － － 839,911 29.96

各種サービス業 311,444 － － △4,908 306,535 10.93

地方公共団体 5,480 － － － 5,480 0.20

個人 1,268,655 － － － 1,268,655 45.25

その他 － － － － － －

海外及び特別国際金融取引 
勘定分 

－ － 12,900 △12,900 － －

政府等 － － － － － －

金融・保険業 － － － △12,900 － －

その他 － － － － － －

合計 2,809,467 － 12,900 △18,857 2,803,510 －

(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

 (1) 銀行業……………銀行業 

 (2) リース業…………リース業 

 (3) その他事業………クレジットカード業、金融業 

３ 「国内」とは、当行及び国内に本店を有する連結子会社であります。 

４ 「海外」とは、海外に本店を有する連結子会社であります。 

５ セグメント間の内部取引は「相殺消去額(△)」欄に表示しております。 
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国内・海外別収支 

当第３四半期連結会計期間の資金運用収支は150億７千１百万円、役務取引等収支は14億５千万円、

その他業務収支は△６億６百万円であり、収支合計は、159億１千４百万円となりました。 

国内・海外別に見ますと、国内の資金運用収支は149億５千９百万円、役務取引収支は14億５千万

円、その他業務収支は△６億６百万円となりました。 

海外の資金運用収支は１億１千２百万円となりました。 

 

 

国内 海外 相殺消去額(△) 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
資金運用収支 

当第３四半期連結会計期間 14,959 112 ― 15,071

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うち資金運用 
収益 当第３四半期連結会計期間 20,804 112 △112 20,804

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うち資金調達 
費用 当第３四半期連結会計期間 5,845 ― △112 5,732

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
役務取引等収支 

当第３四半期連結会計期間 1,450 ― △0 1,450

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うち役務取引等 
収益 当第３四半期連結会計期間 2,366 ― △0 2,366

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うち役務取引等 
費用 当第３四半期連結会計期間 916 ― ― 916

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
その他業務収支 

当第３四半期連結会計期間 △606 ― ― △606

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うちその他業務 
収益 当第３四半期連結会計期間 2,224 ― ― 2,224

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うちその他業務 
費用 当第３四半期連結会計期間 2,831 ― ― 2,831

(注) １ 「国内」とは、当行及び国内に本店を有する連結子会社(以下「国内連結子会社」という。)であります。 

２ 「海外」とは、海外に本店を有する連結子会社(以下「海外連結子会社」という。)であります。 

３ 「国内」、「海外」間の内部取引は、「相殺消去額（△）」欄に表示しております。 
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国内・海外別役務取引の状況 

当第３四半期連結会計期間の役務取引等収益は23億６千６百万円、役務取引等費用は９億１千６

百万円となったことから、役務取引等収支は14億５千万円となりました。 

国内・海外別に見ますと、国内の役務取引等収益は23億６千６百万円、役務取引等費用は９億１

千６百万円、役務取引等収支は14億５千万円となりました。 

 

 

国内 海外 相殺消去額(△) 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
役務取引等収益 

当第３四半期連結会計期間 2,366 ― △0 2,366

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うち預金・ 
貸出業務 当第３四半期連結会計期間 967 ― ― 967

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
うち為替業務 

当第３四半期連結会計期間 364 ― △0 364

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うち証券関連 
業務 当第３四半期連結会計期間 16 ― ― 16

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
うち代理業務 

当第３四半期連結会計期間 300 ― ― 300

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うち保護預り・ 
貸金庫業務 当第３四半期連結会計期間 0 ― ― 0

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
うち保証業務 

当第３四半期連結会計期間 236 ― ― 236

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うちクレジット 
カード業務 当第３四半期連結会計期間 144 ― ― 144

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―うち投資信託 
業務 当第３四半期連結会計期間 281 ― ― 281

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
役務取引等費用 

当第３四半期連結会計期間 916 ― ― 916

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
うち為替業務 

当第３四半期連結会計期間 82 ― ― 82

(注) １ 「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。 

２ 「海外」とは、海外連結子会社であります。 

３ 「国内」、「海外」間の内部取引は、「相殺消去額（△）」欄に表示しております。 
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国内・海外別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

 

国内 海外 相殺消去額(△) 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
預金合計 

当第３四半期連結会計期間 2,875,389 ― △3 2,875,385

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
うち流動性預金 

当第３四半期連結会計期間 599,005 ― ― 599,005

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
うち定期性預金 

当第３四半期連結会計期間 2,263,872 ― ― 2,263,872

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
うちその他 

当第３四半期連結会計期間 12,511 ― △3 12,507

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
譲渡性預金 

当第３四半期連結会計期間 250,300 ― ― 250,300

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
総合計 

当第３四半期連結会計期間 3,125,689 ― △3 3,125,685

(注) １ 「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。 

２ 「海外」とは、海外連結子会社であります。 

３ 「国内」、「海外」間の内部取引は、「相殺消去額（△）」欄に表示しております。 

４ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

５ 定期性預金＝定期預金 

 

国内・海外別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(残高・構成比) 

(1) 業績の状況「事業の種類別貸出金残高の状況 業種別貸出状況(残高・構成比)」に記載して

いるため、当欄での記載を省略しております。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

キャッシュ・フローにつきましては、資金の運用・調達や貸出金・預金の増減等の「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」は、△57億１千３百万円、有価証券の取得・売却等の「投資活動による

キャッシュ・フロー」は、352億９千２百万円、配当金の支払等の「財務活動によるキャッシュ・フ

ロー」は△50億１百万円となりました。 

この結果、当第３四半期連結会計期間において、現金及び現金同等物の増加は、現金及び現金同

等物の係る換算差額を含め、245億７千６百万円であり、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現

金同等物の残高は1,777億７千１百万円となりました。 

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

国内景気が急速に悪化する中、金融機関を取り巻く環境は一段と厳しさを増してまいりました。

このような環境下、当行は、リテール業務の更なる強化に努め、安定した収益基盤を構築するとと

もに、与信管理態勢の強化等、各種リスク管理の高度化を更に進めてまいります。 

 

(4) 研究開発活動 

該当ありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間中に完成した新築、増改築等は次のとおりであります。 

①銀行業 
 

会社名 
店舗名 
その他 

所在地 設備の内容 
敷地面積 
(㎡) 

建物延面積 
(㎡) 

完了年月 

堺筋本町支店 大阪市中央区 店舗 ― 579 平成20年10月

川西支店 兵庫県川西市 店舗 274 504 平成20年12月当行 

心斎橋アーバンビル 
地下2Ｆ・6Ｆ等 

大阪市中央区 事務所等 1,933 16,392 平成20年12月

(注) 敷地面積が ― 表示となっているものは、賃借物件であります。 

 

②リース業 

該当ありません。 

 

③その他事業 

該当ありません。 

 

当第３四半期連結会計期間に重要な異動があった主要な設備の状況は次のとおりであります。 

①銀行業 
 

土地 建物 動産 合計 
会社名 

店舗名 
その他 

所在地 
設備の
内容 面積(㎡) 帳簿価額(百万円) 

従業員数
(人) 

豊中支店 大阪府豊中市 店舗 636 335 515 35 886 13

川西支店 兵庫県川西市 店舗 274 138 211 0 349 10当行 

心斎橋アーバン
ビル 

大阪市中央区 本店 1,933 8,250 3,447 647 12,344 640

(注) 上記の記載金額には、消費税及び地方消費税を含んでおりません。 

 

②リース業 

重要なものはありません。 

 

③その他事業 

重要なものはありません。 

 

２ 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更はありません。 

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 700,000,000 

計 700,000,000 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成21年１月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容 

普通株式 479,348,000 同左 

東京証券取引所 
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当行に
おける標準となる株式であり
ます。 
単元株式数は1,000株であり
ます。 

計 479,348,000 同左 ― ― 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

当行は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権を付与しております。その内容は次

のとおりであります。 

平成13年６月28日定時株主総会決議 

 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成20年12月31日) 

新株予約権の数 ― 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 
単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 118,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 155円 

新株予約権の行使期間 
平成15年６月29日～ 
平成23年６月28日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格  155円 
資本組入額 78円 

新株予約権の行使の条件 

被付与者が取締役又は使用人の地位を失った後も５年
間に限り権利を行使できる。 
被付与者が死亡した場合には相続人が新株引受権を行
使できる。 
その他の条件は、付与契約において定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
被付与者及び承継人は、新株引受権を譲渡又は質入す
ることはできない。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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また、当行は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び同法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

を割当てております。その内容は次のとおりであります。 

① 平成14年６月27日定時株主総会決議 

 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成20年12月31日) 

新株予約権の数 158個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 
単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 158,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 131,000円(１株当たり131円) 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月28日～ 
平成24年６月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格  131円 
資本組入額 66円 

新株予約権の行使の条件 

被割当者は、権利行使時において役職員の地位にある
ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退
職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合
は、役職員の地位を失った後も５年間に限り新株予約
権を行使できる。 
被割当者が死亡した場合には、その相続人が新株予約
権を行使できる。 
その他の条件は、割当契約において定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す
る。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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② 平成15年６月27日定時株主総会決議 

 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成20年12月31日) 

新株予約権の数 228個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 
単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 228,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 179,000円(１株当たり179円) 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月28日～ 
平成25年６月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格 179円
資本組入額 90円

 

新株予約権の行使の条件 

被割当者は、権利行使時において役職員の地位にある
ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退
職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合
は、役職員の地位を失った後も５年間に限り新株予約
権を行使できる。 
被割当者が死亡した場合には、その相続人が新株予約
権を行使できる。 
その他の条件は、割当契約において定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す
る。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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③ 平成16年６月29日定時株主総会決議 

 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成20年12月31日) 

新株予約権の数 329個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 
単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 329,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 202,000円(１株当たり202円) 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月30日～ 
平成26年６月29日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格 202円
資本組入額 101円

 

新株予約権の行使の条件 

被割当者は、権利行使時において役職員の地位にある
ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退
職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合
は、役職員の地位を失った後も５年間に限り新株予約
権を行使できる。 
被割当者が死亡した場合には、その相続人が新株予約
権を行使できる。 
その他の条件は、割当契約において定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す
る。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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④ 平成17年６月29日定時株主総会決議 

 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成20年12月31日) 

新株予約権の数 451個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 
単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 451,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 313,000円(１株当たり313円) 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月30日～ 
平成27年６月29日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格 313円
資本組入額 157円

 

新株予約権の行使の条件 

被割当者は、権利行使時において役職員の地位にある
ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退
職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合
は、役職員の地位を失った後も５年間に限り新株予約
権を行使できる。 
被割当者が死亡した場合には、その相続人が新株予約
権を行使できる。 
その他の条件は、割当契約において定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す
る。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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更に、当行は、会社法第236条、第238条、第239条及び第361条の規定に基づき、ストックオプシ

ョンとして新株予約権を割当てております。その内容は次のとおりであります。 

① 平成18年６月29日定時株主総会決議 

  (取締役に対する付与分) 

 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成20年12月31日) 

新株予約権の数 162個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 
単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 162,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 490,000円(１株当たり490円) 

新株予約権の行使期間 
平成20年６月30日～ 
平成28年６月29日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格 628円
資本組入額 314円

 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」
という。)は、権利行使時において取締役の地位にある
ことを要する。ただし、任期満了による退任その他取
締役会が正当な理由があると認めた場合は、取締役の
地位を失った後も５年間に限り新株予約権を行使でき
る。 
新株予約権者が死亡した場合には、その相続人が新株
予約権を行使できる。 
その他の条件については、定時株主総会及び取締役会
の決議に基づき、当行と新株予約権の割当を受ける者
との間で締結する新株予約権割当契約において定め
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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  (取締役を兼務していない執行役員及び使用人に対する付与分) 

 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成20年12月31日) 

新株予約権の数 115個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 
単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 115,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 490,000円(１株当たり490円) 

新株予約権の行使期間 
平成20年６月30日～ 
平成28年６月29日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格 628円
資本組入額 314円

 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」
という。)は、権利行使時において執行役員又は使用人
の地位にあることを要する。ただし、執行役員の任期
満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理
由があると認めた場合は、執行役員又は使用人の地位
を失った後も５年間に限り新株予約権を行使できる。
新株予約権者が死亡した場合には、その相続人が新株
予約権を行使できる。 
その他の条件については、定時株主総会及び取締役会
の決議に基づき、当行と新株予約権の割当を受ける者
との間で締結する新株予約権割当契約において定め
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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② 平成19年６月28日定時株主総会決議 

  (取締役に対する付与分) 

 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成20年12月31日) 

新株予約権の数 174個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 
単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 174,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 461,000円(１株当たり461円) 

新株予約権の行使期間 
平成21年６月29日～ 
平成29年６月28日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格 557円
資本組入額 279円

 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」
という。)は、権利行使時において取締役の地位にある
ことを要する。ただし、任期満了による退任その他取
締役会が正当な理由があると認めた場合は、取締役の
地位を失った後も５年間に限り新株予約権を行使でき
る。 
新株予約権者が死亡した場合には、その相続人が新株
予約権を行使できる。 
その他の条件については、定時株主総会及び取締役会
の決議に基づき、当行と新株予約権の割当を受ける者
との間で締結する新株予約権割当契約において定め
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

(注) 新株予約権の取得の事由及び条件 

当行が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合、又は当行が完全子会社となる株式交換契

約書もしくは株式移転の議案が株主総会で承認された場合は、取締役会が別途定める日に、当行は、新株

予約権を無償で取得することができる。 
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  (取締役を兼務していない執行役員及び使用人に対する付与分) 

 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成20年12月31日) 

新株予約権の数 112個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 
単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 112,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 461,000円(１株当たり461円) 

新株予約権の行使期間 
平成21年６月29日～ 
平成29年６月28日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格 557円
資本組入額 279円

 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」
という。)は、権利行使時において執行役員又は使用人
の地位にあることを要する。ただし、執行役員の任期
満了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理
由があると認めた場合は、執行役員又は使用人の地位
を失った後も５年間に限り新株予約権を行使できる。
新株予約権者が死亡した場合には、その相続人が新株
予約権を行使できる。 
その他の条件については、定時株主総会及び取締役会
の決議に基づき、当行と新株予約権の割当を受ける者
との間で締結する新株予約権割当契約において定め
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

(注) 新株予約権の取得の事由及び条件 

当行が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合、又は当行が完全子会社となる株式交換契

約書もしくは株式移転の議案が株主総会で承認された場合は、取締役会が別途定める日に、当行は、新株

予約権を無償で取得することができる。 
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③ 平成20年６月27日定時株主総会決議 

 

 
第３四半期会計期間末現在 

(平成20年12月31日) 

新株予約権の数 289個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 
単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数 289,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 302,000円(１株当たり302円) 

新株予約権の行使期間 
平成22年６月28日～ 
平成30年６月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
発行価格及び資本組入額 

発行価格 339円
資本組入額 170円

 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」
という。)は、権利行使時において取締役、執行役員又
は使用人の地位にあることを要する。ただし、任期満
了による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由
があると認めた場合は、取締役、執行役員又は使用人
の地位を失った後も５年間に限り新株予約権を行使で
きる。 
新株予約権者が死亡した場合には、その相続人が新株
予約権を行使できる。 
その他の条件については、定時株主総会及び取締役会
の決議に基づき、当行と新株予約権の割当を受ける者
との間で締結する新株予約権割当契約において定め
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

(注) 新株予約権の取得の事由及び条件 

当行が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合、又は当行が完全子会社となる株式交換契

約書もしくは株式移転の議案が株主総会で承認された場合は、取締役会が別途定める日に、当行は、新株

予約権を無償で取得することができる。 
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(3) 【ライツプランの内容】 

該当ありません。 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成20年10月１日 
～平成20年12月31日 

― 479,348 ― 37,040,000 ― 8,546,112

 

(5) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第3四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。 
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(6) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、実質株主を把握することができ

ず、記載することができないことから、直前の基準日(平成20年９月30日)に基づく株主名簿による

記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成20年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ――― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ――― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 713,000
 

――― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

477,962,000
477,962 ― 

単元未満株式 普通株式 673,000
 

――― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 479,348,000 ――― ――― 

総株主の議決権 ――― 477,962 ――― 

(注) １ 上記の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、 

247,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が247個含まれております。 

２ 上記の「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式163株が含まれております。 

 

② 【自己株式等】 

平成20年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社 
関西アーバン銀行 

大阪市中央区西心斎橋 
１丁目２番４号 

713,000 ― 713,000 0.14

計 ――― 713,000 ― 713,000 0.14

(注) 自己株式については、上記のほか、株主名簿上は当行名義となっておりますが、実質的に所有していない

株式が1,000株(議決権1個)あります。 

なお、当該株式は、上記①発行済株式の「完全議決権株式(その他)」欄に含まれております。 
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２ 【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 
平成20年 
４月 

 
５月 

 
６月 

 
７月 

 
８月 

 
９月 

 
10月 

 
11月 

 
12月 

最高(円) 285 319 326 272 203 202 164 145 148

最低(円) 249 274 243 202 127 128 86 107 132

(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

(1) 新任役員 

該当ありません。 

(2) 退任役員 

該当ありません。 

(3) 役職の異動 

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

専務取締役(代表取締役)兼 
専務執行役員 
(法人営業総本部長兼 
戦略法人営業総本部長) 

専務取締役(代表取締役)兼 
専務執行役員 
(法人営業総本部長兼 
ハウジング営業総本部長) 

永広 建志 平成21年１月８日

専務取締役兼専務執行役員 
(ハウジング営業総本部長) 

専務取締役兼専務執行役員 
(戦略法人営業総本部長兼 
戦略法人融資本部長) 

高舛 啓次 平成21年１月８日
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第５ 【経理の状況】 

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、

資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に

準拠しております。 

 

２ 当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行

う会社）に該当するため、当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日)に

係る損益の状況、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等については、「２ その他」に

記載しております。 

 

３ 当第３四半期連結累計期間(自平成20年４月１日 至平成20年12月31日)は、四半期連結財務諸表の

作成初年度であるため、前第３四半期連結累計期間との対比は行っておりません。 

 

４ 当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結累計期間(自平成20

年４月１日 至平成20年12月31日)の四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人の四半期レビュー

を受けております。 

 

５ 四半期連結財務諸表その他の事項の金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 ※2  178,870 ※2  133,246

コールローン及び買入手形 91 1,031

有価証券 ※2  367,301 ※2  389,289

貸出金 ※1, ※2  2,803,510 ※1, ※2  2,742,228

外国為替 8,120 4,620

その他資産 ※2  41,253 ※2  27,749

有形固定資産 ※3  39,780 ※3  44,742

無形固定資産 2,937 3,861

繰延税金資産 24,665 17,497

支払承諾見返 13,596 14,488

貸倒引当金 △21,662 △22,360

資産の部合計 3,458,464 3,356,395

負債の部   

預金 2,875,385 2,748,579

譲渡性預金 250,300 327,170

コールマネー及び売渡手形 10,127 158

借用金 94,899 41,318

外国為替 185 70

社債 61,000 66,000

その他負債 36,675 36,782

賞与引当金 799 1,575

退職給付引当金 3,684 3,700

役員退職慰労引当金 412 484

預金払戻引当金 205 180

偶発損失引当金 575 364

再評価に係る繰延税金負債 618 618

支払承諾 13,596 14,488

負債の部合計 3,348,465 3,241,491

─ 30 ─



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

資本金 37,040 37,040

資本剰余金 8,546 8,546

利益剰余金 56,767 56,478

自己株式 △289 △292

株主資本合計 102,064 101,771

その他有価証券評価差額金 △7,070 △1,252

繰延ヘッジ損益 848 370

土地再評価差額金 858 858

評価・換算差額等合計 △5,363 △23

新株予約権 61 43

少数株主持分 13,235 13,111

純資産の部合計 109,998 114,903

負債及び純資産の部合計 3,458,464 3,356,395

─ 31 ─



(2)【四半期連結損益計算書】 
 【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

経常収益 81,059

資金運用収益 62,268

（うち貸出金利息） 57,423

（うち有価証券利息配当金） 3,508

役務取引等収益 7,654

その他業務収益 9,893

その他経常収益 1,244

経常費用 76,913

資金調達費用 16,997

（うち預金利息） 12,491

役務取引等費用 3,525

その他業務費用 9,227

営業経費 27,421

その他経常費用 ※1  19,741

経常利益 4,145

特別利益 101

固定資産処分益 95

償却債権取立益 6

特別損失 255

固定資産処分損 93

減損損失 162

税金等調整前四半期純利益 3,991

法人税、住民税及び事業税 4,461

法人税等調整額 △3,497

法人税等合計 964

少数株主利益 340

四半期純利益 2,686

─ 32 ─



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 3,991

減価償却費 2,982

減損損失 162

貸倒引当金の増減（△） △697

賞与引当金の増減額（△は減少） △776

退職給付引当金の増減額（△は減少） △15

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △71

預金払戻引当金の増加額 25

偶発損失引当金の増加額 210

資金運用収益 △62,268

資金調達費用 16,997

有価証券関係損益（△） 476

為替差損益（△は益） △0

固定資産処分損益（△は益） △1

貸出金の純増（△）減 △61,281

預金の純増減（△） 126,806

譲渡性預金の純増減（△） △76,870

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

53,580

有利息預け金の純増（△）減 2,594

コールローン等の純増（△）減 940

コールマネー等の純増減（△） 9,969

外国為替（資産）の純増（△）減 △3,499

外国為替（負債）の純増減（△） 114

資金運用による収入 60,839

資金調達による支出 △13,388

その他 3,368

小計 64,189

法人税等の支払額 △8,865

営業活動によるキャッシュ・フロー 55,323

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △294,281

有価証券の売却による収入 168,654

有価証券の償還による収入 137,322

有形固定資産の取得による支出 △10,812

有形固定資産の売却による収入 253

無形固定資産の取得による支出 △753

その他 121

投資活動によるキャッシュ・フロー 503

─ 33 ─



（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

劣後特約付社債の償還による支出 △5,000

配当金の支払額 △2,391

少数株主への配当金の支払額 △216

自己株式の取得による支出 △4

自己株式の処分による収入 3

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,608

現金及び現金同等物に係る換算差額 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 48,219

現金及び現金同等物の期首残高 129,551

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  177,771

─ 34 ─
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 
 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

１ 会計処理基準に関する事項の変更 (1) リース取引に関する会計基準 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リー

ス取引に関する会計基準」(企業会計基準第

13号平成19年３月30日)及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第16号同前)が平成20年４月１日以

後開始する連結会計年度から適用されること

になったことに伴い、第１四半期連結会計期

間から同会計基準及び適用指針を適用してお

ります。 

  （貸手側） 

   当該取引については、「その他資産」中の

リース投資資産として計上しております。ま

た、ファイナンス・リース取引に係る収益の

計上基準については、リース料受取時に売上

高と売上原価を計上する方法によっておりま

す。これにより、従来の方法によった場合に

比べ、当第３四半期連結累計期間の経常収益

は4,156百万円、経常費用は4,207百万円減少

し、経常利益、税金等調整前四半期純利益は

51百万円増加しております。 

   上記に係るセグメント情報に与える影響は

（セグメント情報）に記載しております。 

   なお、リース取引開始日が平成20年４月１

日前に開始する連結会計年度に属する所有権

移転外ファイナンス・リース取引につきまし

ては、期首に前連結会計年度末における固定

資産の減価償却累計額控除後の額で契約した

ものとして、「その他資産」中のリース投資

資産に計上する方法によっております。 

   これにより、従来の方法によった場合に比

べ、「その他資産」中のリース投資資産は

12,164百万円増加し、「有形固定資産」及び

「無形固定資産」が併せて同額減少しており

ます。 

  （借手側） 

   該当ありません。 

(2) 消費税等の会計処理 

   有形固定資産等に係る控除対象外消費税等

は、発生会計期間の費用としておりました

が、近年店舗改装等による設備投資が増加し

ていることから、期間損益の適正化を図るた

め、第１四半期連結会計期間より法人税法の

規定による５年間で均等償却することに変更

しております。 

   この結果、従来の方法によった場合に比

べ、当第３四半期連結累計期間の経常利益及

び税金等調整前四半期純利益は221百万円増

加しております。 

   上記に係るセグメント情報に与える影響は

(セグメント情報)に記載しております。 
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【簡便な会計処理】 

 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

１ 減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。 

２ 貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び

「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につき

ましては、中間連結会計期間末の予想損失率を適

用して計上しております。 

３ 繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきまして

は、一時差異の発生状況について中間連結会計期

間末から大幅な変動がないと認められるため、当

該中間連結会計期間末の検討において使用した将

来の業績予測及びタックス・プランニングの結果

を適用しております。 

 

【追加情報】 

 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

(その他有価証券に係る時価の算定方法の一部変更) 

 有価証券のうち、その他有価証券として保有する変動利付国債については、従来、連結会

計期間末日の市場価格をもって連結貸借対照表価額としておりましたが、「金融資産の時価

の算定に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第25号平成20年10月28

日）を踏まえ、中間連結会計期間から、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表価

額としております。 

 これにより、市場価格をもって連結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」が

215百万円増加、「繰延税金資産」が87百万円減少、「その他有価証券評価差額金」が128百

万円増加しております。 

 なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キ

ャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、

国債の利回り及び同利回りのボラティリティが主な価格決定変数であります。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

破綻先債権額 48,668百万円

延滞債権額 53,285百万円

３ヵ月以上延滞債権額 2,000百万円

貸出条件緩和債権額 4,579百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

※２ 担保に供している資産 

   預け金                0百万円 

有価証券            245,484百万円 

   貸出金              3,517百万円 

   その他資産（延払資産）     7,738百万円 

   上記のほか、為替決済等の担保として、有価証券

59,041百万円を差し入れております。 

   また、その他資産のうち保証金は1,867百万円で

あります。 

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

破綻先債権額 13,205百万円

延滞債権額 41,162百万円

３ヵ月以上延滞債権額 1,712百万円

貸出条件緩和債権額 14,763百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

※２ 担保に供している資産 

   預け金                0百万円 

  有価証券             66,379百万円 

   貸出金              3,794百万円 

   その他資産（延払資産）     9,231百万円 

   上記のほか、為替決済等の担保として、有価証券

54,228百万円を差し入れております。 

   また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は12

百万円、保証金は2,000百万円であります。 

※３ 有形固定資産の減価償却累計額  23,197百万円 ※３ 有形固定資産の減価償却累計額  34,526百万円
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(四半期連結損益計算書関係) 

 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

※１ その他経常費用には、貸倒引当金繰入額17,218百

万円、株式等償却665百万円を含んでおります。 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円)

平成20年12月31日現在 

現金預け金勘定 178,870

定期預け金 △310

普通預け金 △789

現金及び現金同等物 177,771
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(株主資本等関係) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (単位：千株) 

 当第３四半期連結会計期間末株式数 

発行済株式 

 普通株式 479,348

合計 479,348

自己株式 

 普通株式 722

合計 722

 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当ありません。 

 

 

３ 配当に関する事項 

  （1）当第３四半期連結累計期間中の配当金支払額 

 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たりの
金額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 2,393 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間の末日後となるもの 

     該当ありません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

 

 
銀行業 
(百万円) 

リース業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

経常収益 73,075 7,986 1,046 82,108 (1,048) 81,059

経常利益 3,560 247 436 4,245 (99) 4,145

(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

 (1) 銀行業……………銀行業 

 (2) リース業…………リース業 

 (3) その他事業………クレジットカード業、金融業 

３ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

４ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる事項の変更」の「1 会計処理基準に関する事項の変更 

(1)リース取引に関する会計基準」に記載のとおり、所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第16号同前)が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることに

なったことに伴い、第１四半期連結会計期間から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間のリース業の経常収益

が4,156百万円減少し、経常利益が51百万円増加しております。 

５ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる事項の変更」の「1 会計処理基準に関する事項の変更 

(2)消費税等の会計処理」に記載のとおり、有形固定資産等に係る控除対象外消費税等は、発生会計期

間の費用としておりましたが、近年店舗改装等による設備投資が増加していることから、期間損益の適

正化を図るため、第１四半期連結会計期間より法人税法の規定による５年間で均等償却することに変更

しております。 

   この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の経常利益は銀行業が

220百万円、その他事業が０百万円増加しております。 
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【所在地別セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

 

 

 

【国際業務経常収益】 

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しており

ます。 
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(有価証券関係) 

当第３四半期連結会計期間末 

※ 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が

認められるものは、次のとおりであります。 

 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年12月31日現在) 

  満期保有目的の債券はありません。 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成20年12月31日現在) 

 

 取得原価(百万円) 
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
評価差額(百万円) 

株式 10,531 8,246 △2,284

債券 328,438 326,775 △1,663

 国債 262,198 264,770 2,571

 地方債 961 966 5

 社債 65,278 61,038 △4,240

その他 36,193 28,205 △7,988

合計 375,163 363,227 △11,935

(注) １．四半期連結貸借対照表計上額は、株式については当第３四半期連結会計期間末前１カ月の市場価格等

の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当第３四半期連結会計期間末日にお

ける市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。 

    ２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落してお

り、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半

期連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理（以下

「減損処理」という。）しております。 

      当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、658百万円（株式）であります。 

      時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、株式については当第３四半期連結会計期間末前

１カ月の市場価格等の平均に基づいて算定された額、それ以外については当第３四半期連結会計期間末

日の時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄は減損処理し、また、算定された額、あるいは時価

が30％以上50％未満下落した銘柄については、回復可能性や信用リスク等を勘案し、減損処理しており

ます。 

    ３．（追加情報） 

      有価証券のうち、その他有価証券として保有する変動利付国債については、従来、連結会計期間末日

の市場価格をもって連結貸借対照表価額としておりましたが、「金融資産の時価の算定に関する実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第25号平成20年10月28日）を踏まえ、中間連結会計期間

から、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表価額としております。 

      これにより、市場価格をもって連結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」が215百万円増加、

「繰延税金資産」が87百万円減少、「その他有価証券評価差額金」が128百万円増加しております。 

なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・

フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び同利

回りのボラティリティが主な価格決定変数であります。 
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(金銭の信託関係) 

当第３四半期連結会計期間末 

 

１ 満期保有目的の金銭の信託(平成20年12月31日現在) 

  満期保有目的の金銭の信託はありません。 

 

２ その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成20年12月31日現在) 

  その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）はありません。 
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(デリバティブ取引関係) 

当第３四半期連結会計期間末 

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認

められるものは、次のとおりであります。 

 

(1) 金利関連取引(平成20年12月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

金利先物 ― ― ―金融商品 
取引所 金利オプション ― ― ―

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 135,009 1,033 1,033

金利オプション ― ― ―
店頭 

その他 2,518 ― ―

 合計 ― 1,033 1,033

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第24号)等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から

除いております。 

 

(2) 通貨関連取引(平成20年12月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨先物 ― ― ―金融商品 
取引所 通貨オプション ― ― ―

通貨スワップ 12,285 60 60

為替予約 1,715 37 37

通貨オプション ― ― ―
店頭 

その他 ― ― ―

 合計 ― 98 98

(注)  上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第25号)等に基づき、ヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等は、上記

記載から除いております。 
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(3) 株式関連取引(平成20年12月31日現在) 

  該当ありません。 

 

 

(4) 債券関連取引(平成20年12月31日現在) 

  該当ありません。 

 

 

(5) 商品関連取引(平成20年12月31日現在) 

  該当ありません。 

 

 

(6) クレジット・デリバティブ取引(平成20年12月31日現在) 

  該当ありません。 

 

(ストック・オプション等関係) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

１ ストック・オプションにかかる当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

営業経費 ４百万円

 

２ 当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  該当ありません。 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 

  
当第３四半期連結会計期間末 

(平成20年12月31日) 
前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

１株当たり純資産額 円 202.03 212.58

(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
当第３四半期連結会計期間末 

(平成20年12月31日) 
前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 109,998 114,903

純資産の部の合計額から控除す
る金額(百万円) 

13,297 13,155

(うち新株予約権) 61 43

(うち少数株主持分) 13,235 13,111

普通株式に係る四半期連結会計
期間末(連結会計年度末)の純資
産額(百万円) 

96,701 101,748

１株当たり純資産額の算定に用
いられた四半期連結会計期間末
(連結会計年度末)の普通株式の
数(千株) 

478,625 478,632
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２ １株当たり四半期純利益金額等 

 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

１株当たり四半期純利益 
金額 

円 5.61

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額 

円 5.61

(注)１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとお

りであります。 

 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益 百万円 2,686

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 －

 普通株式に係る 
 四半期純利益 

百万円 2,686

 普通株式の 
 期中平均株式数 

千株 478,634

 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益調整額 百万円 －

 普通株式増加数 千株 81

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額
の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年
度末から重要な変動があ
ったものの概要 

 

平成16年６月29日 
定時株主総会決議 
ストック・オプション 
（新株予約権） 
  普通株式    329千株 
 
平成17年６月29日 
定時株主総会決議 
ストック・オプション 
（新株予約権） 
  普通株式    451千株 
 
平成20年６月27日 
定時株主総会決議 
ストック・オプション 
（新株予約権） 
  普通株式    289千株 

 

(重要な後発事象) 

該当ありません。 
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２ 【その他】 

第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等 

 

当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う

会社)に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四

半期純損益金額等については、四半期レビューを受けておりません。 

（1）損益計算書 

 (単位：百万円)

 
当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

経常収益 25,439

 資金運用収益 20,804

 （うち貸出金利息） 19,279

 （うち有価証券利息配当金） 995

 役務取引等収益 2,366

 その他業務収益 2,224

 その他経常収益 43

経常費用 23,848

 資金調達費用 5,732

 （うち預金利息） 4,251

 役務取引等費用 916

 その他業務費用 2,831

 営業経費 9,051

 その他経常費用             ※１ 5,315

経常利益 1,591

特別利益 75

 固定資産処分益                73

 償却債権取立益    1

特別損失 0

 固定資産処分損 0

税金等調整前四半期純利益 1,665

法人税、住民税及び事業税 760

法人税等調整額 333

法人税等合計 1,093

少数株主利益 107

四半期純利益 464

 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

※１ その他経常費用には、貸倒引当金繰入額4,498百

万円、株式等償却123百万円を含んでおります。 
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（2）セグメント情報 

(事業の種類別セグメント情報) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

 

 
銀行業 
(百万円) 

リース業
(百万円)

その他 
事業 

(百万円)

計 
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

経常収益 23,581 1,830 348 25,760 (320) 25,439 

経常利益 1,505 82 101 1,690 (99) 1,591 

(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 銀行業……………銀行業 

(2) リース業…………リース業 

(3) その他事業………クレジットカード業、金融業 

３ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

４ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる事項の変更」の「１ 会計処理基準に関する事項の変更 

(1)リース取引に関する会計基準」に記載のとおり、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号平成19年３月30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第16号同前)が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることになったこと

に伴い、第１四半期連結会計期間から同会計基準及び適用指針を適用しております。 

５ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる事項の変更」の「１ 会計処理基準に関する事項の変更 

(2)消費税等の会計処理」に記載のとおり、有形固定資産等に係る控除対象外消費税等は、発生会計期間

の費用としておりましたが、近年店舗改装等による設備投資が増加していることから、期間損益の適正化

を図るため、第１四半期連結会計期間より法人税法の規定による５年間で均等償却することに変更してお

ります。 

 

(所在地別セグメント情報) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

      全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

 

(国際業務経常収益) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

      国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略してお

ります。 
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（3）１株当たり四半期純損益金額等 

 

  
当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 円 0.97

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式を調整した計算により１株当たり四

半期純利益金額は減少しないので、記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  
当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益 百万円 464

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 －

 普通株式に係る 
 四半期純利益 

百万円 464

 普通株式の 
 期中平均株式数 

千株 478,631

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額
の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年
度末から重要な変動があ
ったものの概要 

 

平成13年６月28日 
定時株主総会決議 
ストック・オプション 
（新株引受権） 
  普通株式    118千株 
 
平成14年６月27日 
定時株主総会決議 
ストック・オプション 
（新株予約権） 
  普通株式    158千株 
 
平成15年６月27日 
定時株主総会決議 
ストック・オプション 
（新株予約権） 
  普通株式    228千株 
 
平成16年６月29日 
定時株主総会決議 
ストック・オプション 
（新株予約権） 
  普通株式    329千株 
 
平成17年６月29日 
定時株主総会決議 
ストック・オプション 
（新株予約権） 
  普通株式    451千株 
 
平成20年６月27日 
定時株主総会決議 
ストック・オプション 
（新株予約権） 
  普通株式    289千株 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年１月27日 

株式会社 関西アーバン銀行 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  山  川  雄  二  印 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  山  中  俊  廣  印 

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  今  井  康  好  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社関西アーバン銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期

連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関西アーバン銀行及び連

結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上 

 
 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四

半期報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年1月29日 

【会社名】 株式会社関西アーバン銀行 

【英訳名】 Kansai Urban Banking Corporation 

【代表者の役職氏名】 頭取  北  幸 二 

【最高財務責任者の役職氏名】   ― 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区西心斎橋１丁目２番４号 

【縦覧に供する場所】 株式会社関西アーバン銀行京都支店 

 （京都市下京区四条通猪熊西入立中町487番地） 

株式会社関西アーバン銀行東京支店 

 （東京都中央区日本橋本町４丁目８番14号） 

株式会社関西アーバン銀行神戸支店 

 （神戸市中央区御幸通７丁目１番15号） 

株式会社関西アーバン銀行奈良支店 

 （奈良市中筋町１番地の４） 

株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

 （大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当行頭取 北 幸二は、当行の第146期第３四半期(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

 

２ 【特記事項】 

特記すべき事項はありません。 
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